

















　　（ 1）　最高裁判決平成 3年 3月22日（民集45巻 3 号268頁）
　　（ 2）　最高裁判決平成11年11月24日（民集53巻 8 号1899頁）




































































の役割研究その 2―」名経法学第 8 号、「一九世紀の判例法における公証人慣行の
役割―フランス抵当制度と公証人慣行の役割研究その 3・完―」名経法学第 9 号
等々である。














































































C・Dを共同被告とする、Aと C 及び Dとの間でされた本件賃貸借の解
除請求（旧395条ただし書）、Y 1・Y 2 を被告とする、A・C・D に対す







して、Aの Y 2 に対する明渡請求権による代位行使請求を前記請求に選
択的に追加した。原審は、Y 2 に対する請求を棄却したが、AのY 2 によ
る代位行使請求については認容した。Y等が上告。上告審で特に取り上げ



















































































































































































































































　建設業者 X（原告・控訴人・被上告人）は、平成元年 9 月、Aとの間
で、A 所有の土地上に建物（地上 9 階、地下 1 階建て、以下、「本件建
物」という。）を17億余円で建築する旨の請負契約を締結し、平成 3 年 4
月には、本件建物を完成させた。しかし、Aが請負代金の大部分を支払











万円の約定で Bに賃貸し、引渡しをした。さらに A・B 間の賃貸借契約
の敷金は、平成 5年 3月には 1億円に増額された。同年 4月には、Xの承
諾を得ることなく、本件建物は、賃料月額100万円、期間 5 年、保証金 1
億円で、B から Y（被告・被控訴人・上告人）に転貸され、引き渡され

































































































































































































































































































動産法の常識　上巻』｟日本評論社、1970年｠ 2 ～ 8 頁）」との指摘が存在する。昨
年暮れに逝去された恩師のご冥福をお祈りしたい。
